


◇事業環境に関する認識と確認（経済環境）

底堅い企業収益や雇用・所得環境の改善等に支えられ、
緩やかな回復基調が続いているものの、可処分所得の伸び悩み等により、
個人消費は依然として力強さを欠く状況で推移。

中国をはじめとした新興国の景気減速や、欧州の政情不安、
米国における保護主義政策の動向等、
各国における不確実性の高まりによって、不透明感の強い状況で推移。

◇事業環境に関する認識と確認（物流業界の状況）

国際貨物は、アジア向け航空貨物が伸長する等、
回復の兆しがみられる一方、
国内貨物は、生産関連貨物が減少する等、引き続き低調に推移。



◇売上高の推移

対前年４４８億円、２．３％減少。

日本セグメントにおいて、年度当初から荷動きの低迷が続き、
トラック輸送や海上輸送等の取扱いが低調に推移。

海外会社業績の為替換算における円高の影響、
重量品建設における海外大型プラント工事の減少、
物流サポートにおける石油販売単価の下落の影響等が要因。

南アジア・オセアニア、および警備輸送のセグメントを除き、各セグメントで減収。

◇営業利益の推移

対前年２６億円、４．８％増加。

海外各地域での倉庫配送業務の取扱いが伸長、収支改善が寄与。

退職給付費用や外形標準課税等の外的要因により、費用が増加するものの、
コストコントロールの取組みによる利用運送費や外注費の抑制、
燃油費の減少等により増益。

新たに連結化した会社が、売上高、営業利益に貢献。



◇経常利益の推移

対前年１４億円、２．３％増加。

◇当期純利益の推移

対前年７億円、２．２％増加。

特別利益は、固定資産売却益の増加、
持分法適用会社の連結子会社化に伴う差益の計上等により、２９億円増加。

特別損失は、のれんの減損損失等により、２６億円増加。



◇財政状態

総資産は、現預金、建物の増加等により、対前年度末３６８億円増加。

◇キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物の２０１７年３月末残高は、対前年度末１７３億円増加。



※以下、セグメント毎の概況は、第４四半期単四半期の内容

「海外会社」の第４四半期は、１０－１２月期

◇日本・・・増収、減益

航空・輸出フォワーディングは、アジア向けの半導体製造装置、液晶関連、
電子部品の取扱いが伸長。

鉄道取扱いでは、自動車関連の輸送や飲料の共同輸送のスタート等により、
増収。

トラック輸送でも、自動車関連、鉄鋼、飲料関連等の荷動きが回復、
売上の減少幅が縮小。

利益面では、Ｍ＆Ａによりグループに加わっている連結会社が
利益を下支えしたが、人件費、外注費、燃油費等が増加し、減益。

◇米州・・・減収、増益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでは、増収、増益。

海運・輸入フォワーディングで、前年の設備輸送の反動があったものの、
自動車関連の米国－メキシコ間のトラック輸送、
メキシコでの倉庫配送業務が堅調に推移。

地域全体で航空・輸出入フォワーディングが回復。



◇欧州・・・減収、増益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでは、増収、増益。

地域全体で倉庫配送業務が、既存顧客の取扱いの拡大、
新規顧客の獲得により、伸長。

航空・輸入フォワーディングが堅調に推移。

◇東アジア・・・増収、減益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、減益。

中国において、自動車関連の倉庫配送業務が堅調に推移。

地域全体で、航空・輸入、海運・輸出入フォワーディング、
トラック輸送が回復。

航空利用費、人件費の増加等により、減益。



◇南アジア・オセアニア・・・増収、増益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

上期に新規連結化した子会社が、売上、利益を押し上げ。

地域全体で、航空・輸出フォワーディングが増加したほか、
フィリピン、マレーシアを中心に、倉庫配送業務が堅調に推移。

売上の増加に伴う航空利用費、船舶利用費をコントロールしたこと等により、
増益。

◇警備輸送・・・増収、減益

地方金融機関から新規業務を獲得したこと等により、売上が増加。

人に関わる各種コストが増加し、減益。



◇重量品建設・・・増収、減益

国内において、シャットダウン・メンテナンス業務や重電関連工事、
プラント建設の取扱いが伸長。
海外における前年の大型プラント工事の終了による減収をカバーし、増収。

前年に利益率の高い工事の受注があった反動により、わずかながら減益。

◇物流サポート・・・増収、増益

日通商事における石油類販売単価の上昇、
物流機器販売での設備案件の増加、ならびに軽油引取税交付金にかかる
経理処理の変更等により、増収、増益。





◇業績予想作成の前提となる経済環境

国内経済は、個人消費の回復に鈍さが続くものの、海外経済の持ち直しを
背景として、輸出、設備投資を中心に、景気は緩やかな回復基調で
推移すると予測。

海外経済は、米国の雇用・所得環境の改善による消費マインドの上昇や、
資源国経済の持ち直し等により、緩やかな拡大基調を期待するが、
米国政権による政策動向の不透明感や世界的な地政学リスクの高まり等も
顕在化しており、引き続き、不確実性の高い状況で推移すると予測。

◇業績予想作成の前提となる物流業界の状況

国内貨物の荷動きは、長期化する個人消費の低迷を受け、
引き続き低調に推移すると予測。

国際貨物の荷動きは、世界経済の緩やかな回復のもと、
アジア向け輸出貨物等を中心に、底堅く推移すると見込む。



◇日本・・・増収、増益

航空・輸出フォワーディングが、引き続きアジア向けを中心に
堅調に推移する見込み。

地域特性に適応した事業展開、および
陸海空の総合力を発揮するワンストップ体制による営業と
アカウントマネジメントによるお客様起点での営業強化に注力。

◇米州・・・増収、増益

為替の想定を除いた、現地通貨ベースでも、増収、増益。

米国、メキシコにおいて、自動車関連のトラック輸送の取扱いが、
引き続き堅調に推移するほか、航空・輸出フォワーディングの
取扱いも回復する見通し。



◇欧州・・・増収、増益

為替の想定を除いた、現地通貨ベースでも、増収、増益。

地域全体で、倉庫配送業務の売上が順調に伸長し、
航空・海運の輸出入フォワーディングも堅調に推移する見込み。

非日系企業への営業強化も着実に進捗。

◇東アジア・・・増収、増益

為替の想定を除いた、現地通貨ベースでも、増収、増益。

中国における自動車関連の倉庫配送業務が、引き続き堅調に推移し、
航空・輸入、海運・輸出フォワーディングに回復の兆し。



◇南アジア・オセアニア・・・増収、増益

為替の想定を除いた、現地通貨ベースでも、増収、増益。

地域全体で、倉庫配送業務が堅調に推移し、
航空・輸出フォワーディングの回復を見込む。

引き続き、アジア発着、アジア域内での物流拡大を図るべく、
拠点の新設を行う等、資本の投下を推進。

取扱いの増加に伴い、航空利用費や各種費用も増加することが
見込まれるが、コストコントロールを継続。

◇警備輸送・・・増収、増益

キャッシュ・ロジスティクス・プラットフォームの構築を図り、
地方金融機関をターゲットにアウトソーシングの獲得に注力。



◇重量品建設・・・増収、増益

国内の発電所・変電所等の重電関連、プラント建設等の業務獲得に注力。

◇物流サポート・・・増収、増益

日通商事におけるロジスティクス・サポート業務での荷動きの回復や
国際関連業務の伸長等が見込まれ、売上・利益の確保に向け、
取組みを強化。







◇「エリア戦略」

日通グループの将来への持続的な発展の布石とするため、重点エリアへの投資を
積極的に推進。

日本においては、2017年１月、東京都江東区にＴｏｋｙｏ Ｃ－ＮＥＸを開設する等、
陸海空のグローバルロジスティクスの基軸となる拠点を整備。

海外においても、インドでの新倉庫開設、スリランカへの支店開設等、
南アジアを中心に、経営資源の集中投下を実施。

◇「機能戦略」

非日系グローバル企業に対するアプローチを強化するため、
2016年10月、アジア・太平洋地域の物流の要所であるシンガポールに、
「グローバル・ロジスティクス・イノベーションセンター」を開設。

非日系グローバル企業への営業拡大を進め、アジア発着、ならびに
アジア域内の物流を拡大する事業基盤を確立するべく、取り組む。

◇本経営計画を、より一層推進するため、2017年５月１日付で組織改正を実施。

・関東甲信越ブロック、中国・四国ブロックを新設。

国内地域ブロックを、より大きな括りで統合して、拠点配置、ならびに
投下資本のさらなる最適化を図り、組織が一体となって営業活動を展開する。

・「ネットワーク商品事業本部」を新設。

国内事業におけるネットワーク商品を強化し、ワンストップ営業のさらなる推進を図るため、
日通グループが持つ、鉄道、小口貨物、自動車、国内航空貨物、内航海運等、
様々な輸送モードを組み合わせたネットワーク商品の企画・開発に取り組む。

・ 「ロジスティクスエンジニアリング戦略室」を新設。

ＡＩ、ＩｏＴの進化に対応し、トラックの自動運転やドローン等、物流業界に変革をもたらす
新技術への投資を積極的に行うため、物流に関する最先端技術を研究・開発する専門組織。
業界のリーディングカンパニーとして、物流先端技術の実用化を主導して、業界における
競争優位を確立するとともに、物流の効率化を通じて、社会全体への貢献を果たす。








